介護するインドネシア人材を支える
～介護される方と介護する方が「共に調和して暮らし合える」仕組みづくり～

株式会社　ハンディネットワークインターナショナル
大阪産業経済リサーチセンター
研究員　木村　和彦
企業名：株式会社ハンディネットワークインターナショナル
事業内容：福祉、介護関連
従業者数：10名（令和７年11月末現在）

住所：箕面市萱野四丁目３番10号
電話：072-725-3388
ＵＲＬ：https://hni.co.jp/ 
概要
株式会社ハンディネットワークインターナショナル（以下、同社）は、昭和62年に設立された有限会社春山商事を母体とし、平成3年に現社名へ改称しました。創業者・春山満は、24歳で進行性筋ジストロフィー症を発症し、首から下の運動機能を失う中、自身の経験を生かし「消費者が真に必要としている商品は何か」をテーマに、「座ると自然に背筋が伸びる」という人間工学に基づき座りを科学したポスチャーサポートチェア等、オリジナルの販売福祉・介護用品の開発に取り組みました。
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販売30年を迎えたポスチャーサポートチェア
平成26年２月に創業者が、進行性筋ジストロフィーによる呼吸不全で逝去した後、長男の春山哲朗が事業を承継、「望まれていながら提供されていない商品（サービス）を提供する。」という経営理念の下、事業の拡大を図っています。
経営革新への取組み
同社では、この経営理念の下、今回の経営革新計画「特定技能外国人（介護）の一元管理」に取り組むこととしました。
内容は、インドネシア共和国に特化し、特定技能1号（介護職）人材の「現地採用 → 教育 → 就職 → 入国後支援」までを一貫して実施するというものです。インドネシアに特化したのは、人口約2.8億人という規模であり、若年層の豊富さ、高いコミュニケーション能力、教育水準の高さを評価したためです。また、宗教的背景（イスラム教徒が約８割）から、競合他社の参入が進んでいなかったという理由もあげられます。
その経営革新計画「特定技能外国人（介護）の一元管理」は、離職率をKPI（Key Performance Indicator「重要業績評価指標」）として、その要因のうち、外国人材が定着しない理由を検討、①日本に働きに行くための教育費やブローカーへの手数料等による多額の借金、②日本語能力の問題から起こるミスコミュニケーションの２点を最重要課題と考えました。
そこで、同社では、これらの課題の対応策として、①介護職理解の浅さによる早期離職を防止するため、インドネシア現地において、医療系専門学校から学生を直接募集し、介護職に理解を持った人材を確保することにしました。これは、令和５年１月に、同社の取組みがインドネシア政府に正式に認められ、インドネシア保健省（Ministry of Health）との間でLOI（Letter of Intent、「意向表明書」）を締結したことにより可能になりました。これにより、同省管轄下の国立医療大学等からの人材募集・育成が可能となり、事業の公的基盤が確立しました。②二つめの対応策は、特定技能試験合格レベル」＋「ECC Nihongo（160時間オンライン講座）」（株式会社ECCと業務提携）により、日本語教育に注力、実践的コミュニケーション能力向上を図ることです。この入国前教育費は奨学金として受入法人に負担してもらい、人材個人が教育費やブローカーへの手数料等の借金を負わない仕組みとしています。③更に定着支援として、来日する20代前半の若者たちからの仕事、恋愛、生活、病気等の相談とともに受入法人に直接相談しにくいことも日常的に吸い上げ、大きな問題になる前に解決することができるよう気軽に相談できる第三者として、日本在住歴が長いインドネシア人スタッフがサポートする体制を構築しました。
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インドネシア保健省と「意向表明書」を締結
　この計画を基に、中小企業等経営強化法に基づく経営革新計画の承認申請を行い、『特定技能外国人（介護）の一元管理』という内容で、令和元年12月に承認を得ています。
今後の展開
承認を得た経営革新計画実施の結果、累計入国者数は237名、離職率は1.7％（令和７年９月末時点）と、業界平均の12.4％（「令和6年度介護労働実態調査」による介護職（介護職員＋訪問介護員）の離職率）を大きく下回るという成果をあげています。
そして、経営革新計画達成証等交付企業（計画期間終了時において、「中小企業等の経営強化に関する基本方針」に基づく経営指標の目標伸び率を達成した企業）となりました。同社は、計画を策定し、その計画を実施し、成果をあげることができたのでした。
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達成企業シンボルマーク
今後は、高齢化が進行しつつあるインドネシアにおいて介護産業が新興段階にある中、同社では、日本で経験を積んだ特定技能生が帰国後にリーダーとして活躍できる仕組みづくりを推進するとともに、日本の医療法人・介護事業者の現地法人化支援も行い、両国の介護産業発展に貢献し、「日本のノウハウを持ち帰り、母国の福祉発展に貢献する」循環型人材モデルを実現していくことを目標としています。
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